
公益法
人の区
分

国所
管、都
道府県
所管の
区分

応札・
応募者
数

令和７年度　建物賃貸借契約　ハローワークヤン
グプラザ・職業訓練相談コーナー（一体的運
営）・会議室（一体的運営）・駐車場

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-25
青森合同庁舎

R7.4.1
公益社団法人青森県
観光国際交流機構
青森市安方1-1-40

4420005006772

会計法第29条の3
第4項（契約の相手
先が唯一であり、競
争を許さないため）

¥10,971,420 ¥10,971,420 100.0% 0 公社
都道府
県

―

令和７年度　高齢者活躍人材育成事業委託

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-25
青森合同庁舎

R7.4.1

公益社団法人青森県
シルバー人材セン
ター連合会
青森市中央1-25-3

1420005006759

会計法第29条の3
第4項（契約の相手
先が唯一であり、競
争を許さないため）

¥34,600,000 ¥34,600,000 100.0% 0 公社
都道府
県

―

令和７年度　青森公共職業安定所駐車場土地賃貸
借契約

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-25
青森合同庁舎

R7.4.1
青森県
青森市長島1-1-1

2000020020001

会計法第29条の3
第4項（契約の相手
先が唯一であり、競
争を許さないため）

¥1,703,872 ¥1,703,872 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（青森地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-26
青森合同庁舎

R7.4.1

社会福祉法人青森県
すこやか福祉事業団
青森市中央３－20－
30

2420005000356

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥22,091,644 ¥22,091,644 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（八戸地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-26
青森合同庁舎

R7.4.1
医療法人清照会
八戸市大字新井田字
松山下野場7-15

1420005002725

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥32,896,305 ¥32,896,305 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（津軽地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-26
青森合同庁舎

R7.4.1
社会福祉法人七峰会
弘前市大字下白銀町
21-8

5420005004362

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥24,498,796 ¥24,498,796 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（下北地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-27
青森合同庁舎

R7.4.1
社会福祉法人桜木会
むつ市中央2-13-15

3420005006542

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥15,893,720 ¥15,893,720 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（西北五地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-27
青森合同庁舎

R7.4.1
社会福祉法人健誠会
つがる市森田町森田
月見野473-2

7420005003940

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥18,705,098 ¥18,705,098 100.0% 0

令和７年度　障害者就業・生活支援センター事業
（雇用安定等）委託（上十三地域）

支出負担行為担当官
青森労働局総務部長
定政　紀彦
青森市新町二丁目4-27
青森合同庁舎

R7.4.1

公益財団法人こころすこ
やか財団
八戸市大字尻内町字島
田14-1

9420005006727

会計法第29条の3
第4項（契約の性質
上、競争に付すこと
が適当でないため）

¥21,466,429 ¥21,466,429 100.0% 0 公財
都道府
県

―

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開（別紙様式４）

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結した
日

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号


